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資料 ７-１



※個人情報保護法及び関係政令に基づき、特定個人情報保護委員会を改組し、２０１６（平成２８）年１月１日設置

任務
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づき、個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産

業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配
慮しつつ、個人の権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること

組織
○ 委員長１名・委員８名（合計９名）の合議制
○ 委員長・委員は独立して職権を行使 （独立性の高い、いわゆる３条委員会）

個 人 情 報 保 護 委 員 会

【マイナンバー法(*1)関係】 【個人情報保護法(*2)関係】
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（*1）行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
（*2）個人情報の保護に関する法律
（*3）これらの事務は改正個人情報保護法の全面施行の日（公布から2年以内）から開始。
（*4）「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」及び「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律」
（*5）この事務は改正行政機関個人情報保護法、改正独立行政法人個人情報保護法の全面施行日（公布から1年6月
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１．特定個人情報の取扱いに関する
監視・監督について
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【漏えい事案等の報告】

重大事態（漏えい等の人数が100人超など）に該当する事案又はそのおそれのある事案
⇒直ちにその旨を個人情報保護委員会に第一報を報告し、その後、確報を報告

重大事態以外の事案又はそのおそれのある事案
⇒速やかに確報を報告

（１）特定個人情報の漏えい事案等の報告について
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年度
漏えい事案等の
報告受付件数

左記のうち
重大な事態

２７ ８３ ２

２８ １６５ ６

２９ ３７４ ５

【実績】

≪重大事態≫

① 情報提供ネットワークシステム等又は個人番号利用事務・個人番号関係事務を処理するために使用する情報システムで
管理される特定個人情報が漏えい等した事態

② 漏えい等した特定個人情報に係る本人の数が100人を超える事態

③ 特定個人情報を電磁的方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態となり、かつ閲覧された事態

④ 職員等が不正の目的をもって、特定個人情報を利用し、又は提供した事態

同種の事案を

起こさないよう、再発防止策
等を考えないと…。

※「独立行政法人等及び地方公共団体等における特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応について」、

「行政機関における特定個人情報の漏えい事案等が発生した場合の対応について」を参照



【立入検査の観点】
Ｐｏｉｎｔ① 規程が適切に定められているか。

 特定個人情報保護評価書（ＰＩＡ）や特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドラインに沿って規程が
定められているか。

Ｐｏｉｎｔ② 地方公共団体等が定めた規程や、上記のＰＩＡ、ガイドラインに基づいて、実施（運用）さ

れているか。
※検査に当たっては、客観的な証拠に基づいて説明できているかという観点で検査を行いますので、

客観的な証拠として記録を残すことも重要です。例：入退室の記録、廃棄の記録、アクセスログ、研修実施の記録 など

（２）立入検査について
番号法

（報告及び立入検査）

第35条 委員会は、この法律の施行に必要な限度において、特定個人情報を取り扱う者その他の関係者に対し、特定個人情報の取

扱いに関し、必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に、当該特定個人情報を取り扱う者その他の関係者の事務所そ

の他必要な場所に立ち入らせ、特定個人情報の取扱いに関し質問させ、若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

（委員会による検査等）

第29条の３ 特定個人情報ファイルを保有する行政機関、独立行政法人等及び機構は、個人情報保護委員会規則で定めるところによ

り、定期的に、当該特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報の取扱いの状況について委員会による検査を受けるものとする。
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年度 行政機関等 地方公共団体 事業者 計

２７ １ １ — ２

２８ ５ ５ — １０

２９ ６ １８ ３ ２７

【実績】



（３）地方公共団体等による定期的な報告について
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○番号法

（委員会による検査等）
第29条の３
２ 特定個人情報ファイルを保有する地方公共団体及び地方独立行政法人は、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、

定期的に、委員会に対して当該特定個人情報ファイルに記録された特定個人情報の取扱いの状況について報告するものとする。

○特定個人情報の取扱いの状況に係る地方公共団体等による定期的な報告に関する規則
（個人情報保護委員会への報告）
第２条 特定個人情報ファイルを保有する地方公共団体（地方公共団体の組合及び財産区にあっては、特定個人情報保護評価に

関する規則（平成26年特定個人情報保護委員会規則第１号）第５条第１項の規定により同規則第２条第１号に規定する基礎項目
評価書を個人情報保護委員会に提出したものに限る。）及び地方独立行政法人は、毎年度、前年度において個人番号の漏えい、
滅失又は毀損の防止その他の個人番号の適切な管理のために講じた措置に関する事項その他当該特定個人情報ファイルに
記録された特定個人情報の取扱いに係る事項を委員会に報告するものとする。

毎年度、
報告が
必要だよ!!

【報告内容】
個人情報保護委員会に提出している基礎項目評価書の事務に関し、調査項目

について、30年度における実施状況等を機関ごとに報告。

① 安全管理措置の実施状況
② 委託及び再委託の実施状況

③ 情報連携に関する実施手順等

調査項目

※ 市区町村のうち、特定個人情報保護評価を実施していない機関についても対象。



特定個人情報の適切な取扱いに向けた改善を促すため、都道府県の協力を得て開催。
・都道府県単位で開催。
・ガイドラインの安全管理措置等について説明。
・参加団体には事前に確認事項について資料作成を依頼。
・個別テーマでグループ討議を行い、参加団体間の情報交換・交流を促す。

（４）特定個人情報安全管理措置セミナー等について

8

年度 開催数 参加団体数

２９ ３ ３３

３０ １９ ２０５

【実績】

全国で順次開催するので、
積極的に参加してください！

≪資料≫

○ 特定個人情報等のデータ入力業務の委託先に対する監督について

○ 特定個人情報等の利用状況のログ分析・確認について

○ 地方公共団体等における特定個人情報等に関する監査実施マニュアル ～はじめて
の監査のために～

○ 地方公共団体等における監査のためのチェックリスト ～マイナンバーの適正な取
扱いのために～

○ 地方公共団体等における特定個人情報等取扱要領等



２．特定個人情報保護評価について
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目 次

（１）特定個人情報保護評価の概要

（２）評価実施機関における評価書の公表状況
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○ 番号制度に対する懸念（国家による個人情報の一元管理、特定個人情報の

不正追跡・突合、財産その他の被害等）を踏まえた制度上の保護措置の一つ

○ 事前対応による個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防止及び国

民・住民の信頼の確保を目的とする。

評価の目的

① 国の行政機関の長

② 地方公共団体の長その他の機関

③ 独立行政法人等

④ 地方独立行政法人

⑤ 地方公共団体情報システム機構（平成２６年４月１日設置）

⑥ 情報提供ネットワークを使用した情報連携を行う事業者（健康保険組合等）

上記のうち、特定個人情報ファイルを保有しようとする者又は保有する者は、

特定個人情報保護評価を実施することが原則義務付けられる。

評価の実施主体

○ 特定個人情報保護評価の対象は、特定個人情報ファイルを取り扱う事務。

○ ただし、職員の人事、給与等に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録し

た特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務、手作業処理用ファイル（紙ファ

イルなど）のみを取り扱う事務、対象人数の総数が1,000人未満の事務等につ

いては特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない。

評価の対象

特定個人情報保護評価の流れ

特定個人情報ファイルを保有しようとする又は保有する国の行政機関や地方公共団体等が、個人のプライバシー等の権利利益に

与える影響を予測した上で特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリスクを分析し、そのようなリスクを軽減するための

適切な措置を講ずることを宣言するもの。

特定個人情報保護評価とは

（１）特定個人情報保護評価の概要
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（２）評価実施機関における評価書の公表状況

※ 評価書数は、重点項目評価又は全項目評価が義務付けられた場合に併せて提出される基礎項目評価書の

数を除いています。

公表されている評価書の確認については、マイナンバー保護評価WEBの評価書検索をご利用ください。

（https://www.ppc.go.jp/mynumber/evaluationSearch/）
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( 平成３１年３月３１日現在 )

行政機関の長 8 機関 16 8 0 8

地方公共団体の長その他の機関 2,184 機関 31,606 29,652 1,389 565

独立行政法人等 26 機関 32 24 1 7

地方独立行政法人 1 機関 1 1 0 0

地方公共団体情報システム機構 1 機関 1 0 0 1

情報連携を行う事業者 631 機関 747 619 48 80

合計 2,851 機関 32,403 30,304 1,438 661

機関情報 評価書情報

公表者区分 公表機関数 評価書数
評価書種別

基礎 重点 全項目



（３）-１ 特定個人情報保護評価指針の変更

○ 基礎項目評価書の記載事項として、リスク対策の実施状況を新たに加えることとし、基礎項目評価書の様式に
おいて、次に掲げる事項について選択方式により記載することとする。
① 特定個人情報の入手
② 特定個人情報の使用
③ 特定個人情報ファイルの取扱いの委託
④ 特定個人情報の提供・移転
⑤ 情報提供ネットワークシステムとの接続
⑥ 特定個人情報の保管・消去
⑦ 監査
⑧ 従業者に対する教育・啓発

○ これに伴い、「特定個人情報保護評価に関する規則」についても所要の改正を行う（平成30年５月21日公布）。
○ 施行日は平成31年１月１日とし、経過措置として平成31年６月30日までに新たな様式による評価を行うものと

する。

基礎項目評価書記載事項

１．評価の実施時期の見直し
○ 評価の実施時期について、「要件定義終了まで」としているものを、「プログラミング開始前」に変更することと

する。
○ 施行日は公布日とする。

２．「評価実施機関における担当部署」の「所属長」欄への所属長氏名の記載廃止
○ 「評価実施機関における担当部署の「所属長」欄を「所属長の役職名」に変更する。
○ 施行日は公布日とし、経過措置として平成31年６月30日までに新たな様式による評価

を行うものとする。

負担軽減を図る事項（基礎項目・重点項目・全項目共通）
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※平成３０年５月２１日 公表



＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

 ２．特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載されてい

る。

 委託先における不正な使用等の

リスクへの対策は十分か

 目的外の入手が行われるリスク

への対策は十分か

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　［　］委託しない

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）　　［　］提供・移転しない

Ⅳ　リスク対策
 １．提出する特定個人情報保護評価書の種類

＜選択肢＞

[ ]
1) 基礎項目評価書
2）基礎項目評価書及び重点項目評価書
3）基礎項目評価書及び全項目評価書

 ３．特定個人情報の使用

 目的を超えた紐付け、事務に必

要のない情報との紐付けが行わ

れるリスクへの対策は十分か

 権限のない者（元職員、アクセ

ス権限のない職員等）によって不

正に使用されるリスクへの対策

は十分か

 不正な提供・移転が行われるリ

スクへの対策は十分か

（３）-２ 基礎項目評価書記載事項の変更について
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目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが
行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価す
る場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評
価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課
題が残されている」を選択してください。

委託先における不正な使用等のリスクに対して、十分な対策
を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十
分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると
評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※ 「４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託」において

「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不
要です。

目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っ
ていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に
行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価
する場合には「課題が残されている」を選択してください。

権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって
不正に使用されるリスクに対して、十分な対策を行っていると
評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っている
とは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合に
は「課題が残されている」を選択してください。

特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしない場合は「委託
しない」を選択してください。

不正な提供・移転が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合に
は「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると
評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※ 「５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供

を除く。）」において「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不要です。
特定個人情報の提供・移転をしない場合は「提供・移転しな
い」を選択してください。

・ Ⅳは、評価対象の事務における特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおいて想定されるリスクへの対策について記載するものです。例示されている各リ
スクに具体的にどのように対応しているかを確認することで、十分なリスク対策が実施されているかを検討します。

・ しきい値判断の結果、基礎項目評価書のみを任意で提出する場合は「1）基礎項目評価書」を、重点項目評価書又は全項目評価書を任意で提出する場合は、
任意で提出される評価書名が含まれる選択肢を選択してください。


workメモ

		しきい値評価 チ ヒョウカ

				本人数が多いものはやはり危ない ホンニン スウ オオ アブ

				取扱者数が多いものもやはり危ない トリアツカイ シャ スウ オオ アブ

				外部委託・外部提供が多いものもやはり危ない ガイブ イタク ガイブ テイキョウ オオ アブ

				利用主体が複数にまたがるか（利用する機関・部・課など） リヨウ シュタイ フクスウ リヨウ キカン ブ カ

				記録項目が多い、記録項目の種類が多いものは危ない キロク コウモク オオ キロク コウモク シュルイ オオ アブ

				保管期間が長いものも危ない ホカン キカン ナガ アブ

		やってほしいこと

				アクセス制限 セイゲン

				取扱の記録作成・保存 トリアツカイ キロク サクセイ ホゾン

				入退室管理 ニュウタイシツ カンリ

				事故発生時手順の策定・周知（？） ジコ ハッセイ ジ テジュン サクテイ シュウチ

				消去期間・消去手順の設定 ショウキョ キカン ショウキョ テジュン セッテイ

				外部監査 ガイブ カンサ

				データの管理体制・管理規程の整備 カンリ タイセイ カンリ キテイ セイビ

				職員認証





項目一覧

		項目一覧 コウモク イチラン



		Ⅰ　基本情報 キホン ジョウホウ



		　１．個人番号を取り扱う業務 ト アツカ ギョウム



		　２．個人番号を取り扱うシステム ト アツカ



		　３．特定個人情報ファイル トクテイ コジン ジョウホウ





		Ⅱ　質問票 シツモン ヒョウ



		　１．特定個人情報の対象者 トクテイ コジン ジョウホウ タイショウシャ



		　2．特定個人情報の取扱者 トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカイ シャ



		　3．漏えい等の事故 ロウ トウ





		Ⅲ　本評価書における関連情報 ホン ヒョウカショ カンレン ジョウホウ



		　１．情報保護評価実施組織の名称・連絡先 ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ジッシ ソシキ メイショウ レンラクサキ



		　２．実施期間等 ジッシ キカン トウ





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































I～Ⅲ 

		Ⅳ　リスク対策 タイサク																																																																																				・Ⅳは、評価対象の事務における特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおいて想定されるリスクへの対策について記載するものです。例示されている各リスクに具体的にどのように対応しているかを確認することで、十分なリスク対策が実施されているかを検討します。
・しきい値判断の結果、基礎項目評価書のみを任意で提出する場合は「1）基礎項目評価書」を、重点項目評価書又は全項目評価書を任意で提出する場合は、任意で提出される評価書名が含まれる選択肢を選択してください。



		 １．提出する特定個人情報保護評価書の種類 テイシュツ トクテイ コジン ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ショ シュルイ



																																																				＜選択肢＞

								[																										]																		1) 基礎項目評価書 キソ コウモク ヒョウカ ショ

																																																				2）基礎項目評価書及び重点項目評価書																																		目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

																																																				3）基礎項目評価書及び全項目評価書

				2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載されている。 マタ センタク ヒョウカ ジッシ キカン ジュウテン コウモク ヒョウカショ マタ ゼンコウモク ヒョウカショ タイサク ショウサイ キサイ



																																																																																						目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

		 ２．特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。） トクテイ コジン ジョウホウ ニュウシュ ジョウホウ テイキョウ ツウ ニュウシュ ノゾ



		 目的外の入手が行われるリスクへの対策は十分か モクテキ ガイ ニュウシュ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン																																		権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。 センタク センタク

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ３．特定個人情報の使用 トクテイ コジン ジョウホウ シヨウ



		 目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスクへの対策は十分か モクテキ コ ヒモ ツ ジム ヒツヨウ ジョウホウ ヒモ ツ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ																																		特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしない場合は「委託しない」を選択してください。

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

																																																																																						委託先における不正な使用等のリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※「４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託」において「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

		 権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスクへの対策は十分か ケンゲン モノ モト ショクイン ケンゲン ショクイン トウ フセイ シヨウ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

																																																																																						特定個人情報の提供・移転をしない場合は「提供・移転しない」を選択してください。

		 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　［　］委託しない トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカ イタク



		 委託先における不正な使用等のリスクへの対策は十分か タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞																																		不正な提供・移転が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※「５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）」において「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不要です。 センタク センタク

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）　　［　］提供・移転しない トクテイ コジン ジョウホウ テイキョウ イテン イタク ジョウホウ テイキョウ ツウ テイキョウ ノゾ



		 不正な提供・移転が行われるリスクへの対策は十分か フ セイ テイキョウ イテン オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞																																		特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を評価するための項目です。

																				 														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　］接続しない（入手）　［　］接続しない（提供） ジョウホウ テイキョウ セツゾク セツゾク ニュウシュ セツゾク テイキョウ

																																																																																						目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してください。
※「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」において「接続しない（入手）」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

		 目的外の入手が行われるリスクへの対策は十分か モクテキ ガイ ニュウシュ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 不正な提供が行われるリスクへの対策は十分か フセイ テイキョウ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン																																		不正な提供が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してください。
※「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」において「接続しない（提供）」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ７．特定個人情報の保管・消去



		 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクへの対策は十分か トクテイ コジン ジョウホウ ロウ メッシツ キソン タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ																																		特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

		 ８．監査 カンサ



		 実施の有無 ジッシ ウム																		 ［　　］　自己点検　　　　　［　　］　内部監査　　　　　［　　］　外部監査 ジコ テンケン ナイブ カンサ ガイブ カンサ

																																																																																						評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。

		 ９．従業者に対する教育・啓発



		 従業者に対する教育・啓発 ジュウギョウシャ タイ キョウイク ケイハツ																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れて行っている トク チカラ イ オコナ																																		従業者に対する教育・啓発について、十分な取組を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分な取組を行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

																																																				2) 十分に行っている ジュウブン オコナ

																																																				3) 十分に行っていない
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（別添2）フロー図（旧）

		（別添2） 特定個人情報ファイルの取扱工程（フロー）図 ベッテン トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカイ コウテイ ズ



				部署等 ブショ トウ		カスタマーセンター				お客様
（契約者本人
又は受取人） キャクサマ ケイヤクシャ ホンニン マタ ウケトリ ニン				ホストコンピュータ				支払主管部門 シハライ シュカン ブモン				委託先 イタクサキ				税務署 ゼイムショ										特定個人情報を取扱う組織名、部署名を記載してください。記載順は、記載しやすい順序で構いません。 トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカ ソシキ メイ ブショ メイ キサイ キサイ ジュン キサイ ジュンジョ カマ

		経路 ケイロ

		　１．収集 シュウシュウ





		　２．利用 リヨウ





		　３．委託 イタク





		　４．提供（委託以外） テイキョウ イタク イガイ





		　５．保存 ホゾン





		　６．消去 ショウキョ







		
特定個人情報ファイルの収集、利用、提供、委託、保存そして廃棄に至るまでの取扱工程について記載してください。
上記事例を参考にしつつ、以下の記号を用いて作成してください。 ジョウキ ジレイ サンコウ イカ キゴウ モチ サクセイ



















請求書

個人番号、証券番号、氏名等を記入

郵送

請求書
用紙

請求書

郵送

個人番号、証券番号、氏名等を確認

スキャン

ホストコンピュータへ入力

受領

書面：郵送
データ：セキュリティ便

支払調書

入力元データ作成

入力元データ

契約者情報
サーバ

支払情報データ

支払調書

支払調書の作成

契約者情報データ

消去

契約者情報データ

支払情報データ

入力元データ

消去させる

請求書

廃棄

管理しているDBで契約者情報データと支払情報データを紐づける。



Ⅱ 質問票

		Ⅱ　質問票 シツモン ヒョウ



		　１．対象人数 タイショウ ニンズウ



		対象人数は何人か タイショウ ニンズウ ナンニン																																																																																		取り扱うことになる特定個人情報ファイルのうち、最も対象者数が多いファイルの対象人数を選んでください。

＜質問趣旨＞
一定以上の情報を取り扱う場合、不正利用・不正提供の誘因ともなり得、プライバシー等に対するリスクが高いと考えられるため（事前対応を行う目的、国民の信頼を獲得する目的に対応するもの）。 ト アツカ トクテイ コジン ジョウホウ モット タイショウ シャ スウ オオ タイショウ ニンズウ エラ シツモン シュシ イッテイ イジョウ ジョウホウ ト アツカ バアイ フセイ リヨウ フセイ テイキョウ ユウイン エ トウ タイ タカ カンガ ジゼン タイオウ オコナ モクテキ コクミン シンライ カクトク モクテキ タイオウ













		　２．取扱者 トリアツカ シャ



		特定個人情報ファイルを取り扱う職員・外部委託先の人数は500人以上か トクテイ コジン ジョウホウ ト アツカ ショクイン ガイブ イタク サキ ニンズウ ニン イジョウ																																																																																		取り扱う特定個人情報ファイルのうち、最も多くの者が特定個人情報を取り扱うファイルの取扱い人数を選んでください。

＜質問趣旨＞
少数の限定された者にのみ情報を取り扱わせる場合に比べ、多数の者が情報を取り扱うとすると、不正利用、不正流出リスクが高まるものと考えられるため、必要性が高いと判断したもの（事前対応を行う目的に対応するもの）。 ト アツカ トクテイ コジン ジョウホウ モット オオ モノ トクテイ コジン ジョウホウ ト アツカ トリアツカ ニンズウ エラ シツモン シュシ ショウスウ ゲンテイ モノ ジョウホウ ト アツカ バアイ クラ タスウ モノ ジョウホウ ト アツカ フセイ リヨウ フセイ リュウシュツ タカ カンガ ヒツヨウセイ タカ ハンダン ジゼン タイオウ オコナ モクテキ タイオウ













		　３．漏えい等の事故 ロウ トウ ジコ



		過去１年以内に、個人情報または特定個人情報の漏えい等に関する事故を発生させたか カコ ネン イナイ コジン ジョウホウ トクテイ コジン ジョウホウ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ																																																																																		過去一年以内に、本評価書の業務・システムにおいて個人情報又は特定個人情報の漏えい等に関する事故を発生させたかどうか選択してください。

＜質問趣旨＞
漏えい等に関する事故を発生させた場合は、国民の懸念が大きいと考えられるため、必要性が高いと判断したもの（国民の信頼を獲得する目的に対応するもの）。 カコ イチネン イナイ ホン ヒョウカショ ギョウム コジン ジョウホウ マタ トクテイ コジン ジョウホウ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ センタク シツモン シュシ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ バアイ コクミン ケネン オオ カンガ ヒツヨウセイ タカ ハンダン コクミン シンライ カクトク モクテキ タイオウ



















































































発生あり

発生なし

500人以上

500人未満

1,000人以上10,000人未満

10,000人以上100,000人未満

100,000人以上300,000人未満

300,000人以上



Ⅲ 関連情報

		Ⅲ　本評価書における関連情報 ホン ヒョウカショ カンレン ジョウホウ



		　１．情報保護評価実施組織の名称・連絡先 ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ジッシ ソシキ メイショウ レンラクサキ



		お客様相談室
０１２０－０００－０００
東京都千代田区永田町０－０－０　番号市住宅部住宅管理課 シ ジュウタク ブ ジュウタク カンリカ







		　２．実施期間等 ジッシ キカン トウ



		　①しきい値評価書作成日 チ ヒョウカショ サクセイ ヒ																		2013年○月○日 ネン ガツ ヒ



		　②しきい値判断結果 チ ハンダン ケッカ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全項目評価の対象

重点項目評価

対象外





＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている
＜選択肢＞

 [ ] 1) 特に力を入れている
2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れている

2) 十分である
3) 課題が残されている

＜選択肢＞
 [ ] 1) 特に力を入れて行っている

2) 十分に行っている
3) 十分に行っていない

 従業者に対する教育・啓発

 ９．従業者に対する教育・啓発

 ［　　］　自己点検　　　　　［　　］　内部監査　　　　　［　　］　外部監査 実施の有無

 ８．監査

 ７．特定個人情報の保管・消去

 不正な提供が行われるリスクへ

の対策は十分か

 特定個人情報の漏えい・滅失・

毀損リスクへの対策は十分か

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　］接続しない（入手）　［　］接続しない（提供）

 目的外の入手が行われるリスク

への対策は十分か

（３）-２ 基礎項目評価書記載事項の変更について

15

不正な提供が行われるリスクに対して、十分な対策を
行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、
十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されて
いると評価する場合には「課題が残されている」を選択し
てください。
※ 情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプ

リケーション仕様等は、関係省庁等から送付されている
この項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してくだ
さい。

※ 「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」におい
て「接続しない（提供）」を選択した場合、この項目の評

価は不要です。

特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクに対して、十分
な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を
選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残
されていると評価する場合には「課題が残されている」を
選択してください。

評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実
施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実
施している場合には、それぞれ選択してください。

従業者に対する教育・啓発について、十分な取組を行っていると評価する場合には「十
分である」を選択し、十分な取組を行っているとは評価できず、まだ課題が残されている
と評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続
しない（入手）」を、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続
しない場合は「接続しない（提供）」を選択してください。
※ 情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた特定個人情報の入手又は提

供に関するリスク対策を評価するための項目です。

目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を
行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、
十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されて
いると評価する場合には「課題が残されている」を選択し
てください。
※ 情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプ

リケーション仕様等は、関係省庁等から送付されている
この項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してくだ
さい。

※ 「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」におい
て「接続しない（入手）」を選択した場合、この項目の評
価は不要です。


workメモ

		しきい値評価 チ ヒョウカ

				本人数が多いものはやはり危ない ホンニン スウ オオ アブ

				取扱者数が多いものもやはり危ない トリアツカイ シャ スウ オオ アブ

				外部委託・外部提供が多いものもやはり危ない ガイブ イタク ガイブ テイキョウ オオ アブ

				利用主体が複数にまたがるか（利用する機関・部・課など） リヨウ シュタイ フクスウ リヨウ キカン ブ カ

				記録項目が多い、記録項目の種類が多いものは危ない キロク コウモク オオ キロク コウモク シュルイ オオ アブ

				保管期間が長いものも危ない ホカン キカン ナガ アブ

		やってほしいこと

				アクセス制限 セイゲン

				取扱の記録作成・保存 トリアツカイ キロク サクセイ ホゾン

				入退室管理 ニュウタイシツ カンリ

				事故発生時手順の策定・周知（？） ジコ ハッセイ ジ テジュン サクテイ シュウチ

				消去期間・消去手順の設定 ショウキョ キカン ショウキョ テジュン セッテイ

				外部監査 ガイブ カンサ

				データの管理体制・管理規程の整備 カンリ タイセイ カンリ キテイ セイビ

				職員認証





項目一覧

		項目一覧 コウモク イチラン



		Ⅰ　基本情報 キホン ジョウホウ



		　１．個人番号を取り扱う業務 ト アツカ ギョウム



		　２．個人番号を取り扱うシステム ト アツカ



		　３．特定個人情報ファイル トクテイ コジン ジョウホウ





		Ⅱ　質問票 シツモン ヒョウ



		　１．特定個人情報の対象者 トクテイ コジン ジョウホウ タイショウシャ



		　2．特定個人情報の取扱者 トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカイ シャ



		　3．漏えい等の事故 ロウ トウ





		Ⅲ　本評価書における関連情報 ホン ヒョウカショ カンレン ジョウホウ



		　１．情報保護評価実施組織の名称・連絡先 ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ジッシ ソシキ メイショウ レンラクサキ



		　２．実施期間等 ジッシ キカン トウ





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































I～Ⅲ 

		Ⅳ　リスク対策 タイサク																																																																																				・Ⅳは、評価対象の事務における特定個人情報ファイルの取扱いプロセスにおいて想定されるリスクへの対策について記載するものです。例示されている各リスクに具体的にどのように対応しているかを確認することで、十分なリスク対策が実施されているかを検討します。
・しきい値判断の結果、基礎項目評価書のみを任意で提出する場合は「1）基礎項目評価書」を、重点項目評価書又は全項目評価書を任意で提出する場合は、任意で提出される評価書名が含まれる選択肢を選択してください。



		 １．提出する特定個人情報保護評価書の種類 テイシュツ トクテイ コジン ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ショ シュルイ



																																																				＜選択肢＞

								[																										]																		1) 基礎項目評価書 キソ コウモク ヒョウカ ショ

																																																				2）基礎項目評価書及び重点項目評価書																																		目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

																																																				3）基礎項目評価書及び全項目評価書

				2)又は3)を選択した評価実施機関については、それぞれ重点項目評価書又は全項目評価書において、リスク対策の詳細が記載されている。 マタ センタク ヒョウカ ジッシ キカン ジュウテン コウモク ヒョウカショ マタ ゼンコウモク ヒョウカショ タイサク ショウサイ キサイ



																																																																																						目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

		 ２．特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。） トクテイ コジン ジョウホウ ニュウシュ ジョウホウ テイキョウ ツウ ニュウシュ ノゾ



		 目的外の入手が行われるリスクへの対策は十分か モクテキ ガイ ニュウシュ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン																																		権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。 センタク センタク

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ３．特定個人情報の使用 トクテイ コジン ジョウホウ シヨウ



		 目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスクへの対策は十分か モクテキ コ ヒモ ツ ジム ヒツヨウ ジョウホウ ヒモ ツ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ																																		特定個人情報ファイルの取扱いの委託をしない場合は「委託しない」を選択してください。

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

																																																																																						委託先における不正な使用等のリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※「４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託」において「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

		 権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスクへの対策は十分か ケンゲン モノ モト ショクイン ケンゲン ショクイン トウ フセイ シヨウ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

																																																																																						特定個人情報の提供・移転をしない場合は「提供・移転しない」を選択してください。

		 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　［　］委託しない トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカ イタク



		 委託先における不正な使用等のリスクへの対策は十分か タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞																																		不正な提供・移転が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※「５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）」において「提供・移転しない」を選択した場合、この項目の評価は不要です。 センタク センタク

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ５．特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）　　［　］提供・移転しない トクテイ コジン ジョウホウ テイキョウ イテン イタク ジョウホウ テイキョウ ツウ テイキョウ ノゾ



		 不正な提供・移転が行われるリスクへの対策は十分か フ セイ テイキョウ イテン オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞																																		特定個人情報の入手のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（入手）」を、特定個人情報の提供のために情報提供ネットワークシステムに接続しない場合は「接続しない（提供）」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーを通じた特定個人情報の入手又は提供に関するリスク対策を評価するための項目です。

																				 														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　］接続しない（入手）　［　］接続しない（提供） ジョウホウ テイキョウ セツゾク セツゾク ニュウシュ セツゾク テイキョウ

																																																																																						目的外の入手が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してください。
※「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」において「接続しない（入手）」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

		 目的外の入手が行われるリスクへの対策は十分か モクテキ ガイ ニュウシュ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 不正な提供が行われるリスクへの対策は十分か フセイ テイキョウ オコナ タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン																																		不正な提供が行われるリスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。
※情報提供ネットワークシステム・中間サーバーのアプリケーション仕様等は、関係省庁等から送付されているこの項目の選択に必要な情報を踏まえて、選択してください。
※「６．情報提供ネットワークシステムとの接続」において「接続しない（提供）」を選択した場合、この項目の評価は不要です。

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ

		 ７．特定個人情報の保管・消去



		 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクへの対策は十分か トクテイ コジン ジョウホウ ロウ メッシツ キソン タイサク ジュウブン																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れている トク チカラ イ

																																																				2) 十分である ジュウブン

																																																				3) 課題が残されている カダイ ノコ																																		特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスクに対して、十分な対策を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分に行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

		 ８．監査 カンサ



		 実施の有無 ジッシ ウム																		 ［　　］　自己点検　　　　　［　　］　内部監査　　　　　［　　］　外部監査 ジコ テンケン ナイブ カンサ ガイブ カンサ

																																																																																						評価の実施を担当する部署自らによる自己点検、評価実施機関内の内部監査又は外部の第三者による監査を実施している場合には、それぞれ選択してください。

		 ９．従業者に対する教育・啓発



		 従業者に対する教育・啓発 ジュウギョウシャ タイ キョウイク ケイハツ																																																		＜選択肢＞

																				 [														]																		1) 特に力を入れて行っている トク チカラ イ オコナ																																		従業者に対する教育・啓発について、十分な取組を行っていると評価する場合には「十分である」を選択し、十分な取組を行っているとは評価できず、まだ課題が残されていると評価する場合には「課題が残されている」を選択してください。

																																																				2) 十分に行っている ジュウブン オコナ

																																																				3) 十分に行っていない











&12&P	




（別添2）フロー図（旧）

		（別添2） 特定個人情報ファイルの取扱工程（フロー）図 ベッテン トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカイ コウテイ ズ



				部署等 ブショ トウ		カスタマーセンター				お客様
（契約者本人
又は受取人） キャクサマ ケイヤクシャ ホンニン マタ ウケトリ ニン				ホストコンピュータ				支払主管部門 シハライ シュカン ブモン				委託先 イタクサキ				税務署 ゼイムショ										特定個人情報を取扱う組織名、部署名を記載してください。記載順は、記載しやすい順序で構いません。 トクテイ コジン ジョウホウ トリアツカ ソシキ メイ ブショ メイ キサイ キサイ ジュン キサイ ジュンジョ カマ

		経路 ケイロ

		　１．収集 シュウシュウ





		　２．利用 リヨウ





		　３．委託 イタク





		　４．提供（委託以外） テイキョウ イタク イガイ





		　５．保存 ホゾン





		　６．消去 ショウキョ







		
特定個人情報ファイルの収集、利用、提供、委託、保存そして廃棄に至るまでの取扱工程について記載してください。
上記事例を参考にしつつ、以下の記号を用いて作成してください。 ジョウキ ジレイ サンコウ イカ キゴウ モチ サクセイ



















請求書

個人番号、証券番号、氏名等を記入

郵送

請求書
用紙

請求書

郵送

個人番号、証券番号、氏名等を確認

スキャン

ホストコンピュータへ入力

受領

書面：郵送
データ：セキュリティ便

支払調書

入力元データ作成

入力元データ

契約者情報
サーバ

支払情報データ

支払調書

支払調書の作成

契約者情報データ

消去

契約者情報データ

支払情報データ

入力元データ

消去させる

請求書

廃棄

管理しているDBで契約者情報データと支払情報データを紐づける。



Ⅱ 質問票

		Ⅱ　質問票 シツモン ヒョウ



		　１．対象人数 タイショウ ニンズウ



		対象人数は何人か タイショウ ニンズウ ナンニン																																																																																		取り扱うことになる特定個人情報ファイルのうち、最も対象者数が多いファイルの対象人数を選んでください。

＜質問趣旨＞
一定以上の情報を取り扱う場合、不正利用・不正提供の誘因ともなり得、プライバシー等に対するリスクが高いと考えられるため（事前対応を行う目的、国民の信頼を獲得する目的に対応するもの）。 ト アツカ トクテイ コジン ジョウホウ モット タイショウ シャ スウ オオ タイショウ ニンズウ エラ シツモン シュシ イッテイ イジョウ ジョウホウ ト アツカ バアイ フセイ リヨウ フセイ テイキョウ ユウイン エ トウ タイ タカ カンガ ジゼン タイオウ オコナ モクテキ コクミン シンライ カクトク モクテキ タイオウ













		　２．取扱者 トリアツカ シャ



		特定個人情報ファイルを取り扱う職員・外部委託先の人数は500人以上か トクテイ コジン ジョウホウ ト アツカ ショクイン ガイブ イタク サキ ニンズウ ニン イジョウ																																																																																		取り扱う特定個人情報ファイルのうち、最も多くの者が特定個人情報を取り扱うファイルの取扱い人数を選んでください。

＜質問趣旨＞
少数の限定された者にのみ情報を取り扱わせる場合に比べ、多数の者が情報を取り扱うとすると、不正利用、不正流出リスクが高まるものと考えられるため、必要性が高いと判断したもの（事前対応を行う目的に対応するもの）。 ト アツカ トクテイ コジン ジョウホウ モット オオ モノ トクテイ コジン ジョウホウ ト アツカ トリアツカ ニンズウ エラ シツモン シュシ ショウスウ ゲンテイ モノ ジョウホウ ト アツカ バアイ クラ タスウ モノ ジョウホウ ト アツカ フセイ リヨウ フセイ リュウシュツ タカ カンガ ヒツヨウセイ タカ ハンダン ジゼン タイオウ オコナ モクテキ タイオウ













		　３．漏えい等の事故 ロウ トウ ジコ



		過去１年以内に、個人情報または特定個人情報の漏えい等に関する事故を発生させたか カコ ネン イナイ コジン ジョウホウ トクテイ コジン ジョウホウ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ																																																																																		過去一年以内に、本評価書の業務・システムにおいて個人情報又は特定個人情報の漏えい等に関する事故を発生させたかどうか選択してください。

＜質問趣旨＞
漏えい等に関する事故を発生させた場合は、国民の懸念が大きいと考えられるため、必要性が高いと判断したもの（国民の信頼を獲得する目的に対応するもの）。 カコ イチネン イナイ ホン ヒョウカショ ギョウム コジン ジョウホウ マタ トクテイ コジン ジョウホウ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ センタク シツモン シュシ ロウ トウ カン ジコ ハッセイ バアイ コクミン ケネン オオ カンガ ヒツヨウセイ タカ ハンダン コクミン シンライ カクトク モクテキ タイオウ



















































































発生あり

発生なし

500人以上

500人未満

1,000人以上10,000人未満

10,000人以上100,000人未満

100,000人以上300,000人未満

300,000人以上



Ⅲ 関連情報

		Ⅲ　本評価書における関連情報 ホン ヒョウカショ カンレン ジョウホウ



		　１．情報保護評価実施組織の名称・連絡先 ジョウホウ ホゴ ヒョウカ ジッシ ソシキ メイショウ レンラクサキ



		お客様相談室
０１２０－０００－０００
東京都千代田区永田町０－０－０　番号市住宅部住宅管理課 シ ジュウタク ブ ジュウタク カンリカ







		　２．実施期間等 ジッシ キカン トウ



		　①しきい値評価書作成日 チ ヒョウカショ サクセイ ヒ																		2013年○月○日 ネン ガツ ヒ



		　②しきい値判断結果 チ ハンダン ケッカ

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全項目評価の対象

重点項目評価

対象外





（３）-３ 経過措置の考え方
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基礎項目評価書

「Ⅳ．リスク対策」の含まれない施
行前の様式により、評価書が公
表されていても構わない期間

「Ⅳ．リスク対策」が含ま
れる評価書が必ず公表
されている状態

公布日
H30.5.21

施行日
H31.1.1 R元.7.1

①リスク対策

所属長の役職名及び氏名に変更があった場合は、「所属長」から 「所属
長の役職名」に変更された様式を使用し、評価を実施

所属長の役職名及び氏名に変更がない限り、施行前の様式において、「所
属長」欄に所属長の氏名を記載したまま公表されていても構わない期間

「所属長の役職名」に変
更された様式により必
ず評価書が公表されて
いる状態

R元.7.1H31.1.1公布日
施行日

H30.5.21

②所属長の役職名



（３）-３ 経過措置の考え方

17

所属長の役職名及び氏名に変更があった場合は、「所属長」から 「所属
長の役職名」に変更された様式を使用し、評価を実施

所属長の役職名及び氏名に変更がない限り、施行前の様式において、「所
属長」欄に所属長の氏名を記載したまま公表されていても構わない期間

「所属長の役職名」に変
更された様式により必
ず評価書が公表されて
いる状態

R元.7.1H31.1.1公布日
施行日

H30.5.21

○所属長の役職名

重点項目・全項目評価書



（４） 特定個人情報保護評価の再実施等

○ 随時のタイミング
・特定個人情報ファイルに重要な変更を加える場合、当該変更を加える前に、評価の再実施を行う。
・重要な変更に当たらない変更が生じた場合、速やかに評価書の修正を行う。
・しきい値判断の結果の変更があった場合、速やかに評価の再実施又は評価書の修正を行う。

○ 定期のタイミング
・少なくとも１年に１回、評価書の記載事項を見直し、変更が必要か否かを検討するよう努める。
・直近の評価書の公表から５年を経過する前に、評価の再実施を行うよう努める。

○ 評価の再実施に該当する場合以外の、例えば、リスク対策の変更に至らない、評価書の記述の見直し
や組織名や法令名の修正、特定個人情報の漏えい等の事態のリスクを明らかに軽減させる変更等軽微な
修正を行うもの。評価書の該当箇所を修正し、委員会へ提出後、公表となる。

再実施等のタイミングについて

評価の修正とは

○ 重要な変更※、しきい値判断の結果の変更があれば、特定個人情報保護評価の再実施を行う。
評価の再実施は、当初評価と同様の手続が必要であることから、全項目評価を行う機関は、パブリッ

クコメントや第三者点検等も必要になる。

※ 例えば、情報提供ネットワークシステムによる情報連携、特定個人情報ファイルの取扱いの委託の
有無等、又はリスク対策に係る変更（特定個人情報保護評価指針別表）

評価の再実施とは

18



（参考１）特定個人情報保護評価の再実施等【随時】

第６ 特定個人情報保護評価の実施時期 ２ 新規保有時以外（抜粋）
（２）重要な変更

評価実施機関は、保有する特定個人情報ファイルに重要な変更を加えようとするときは、当
該変更を加える前に、特定個人情報保護評価を再実施するものとする。
（注）「重要な変更」については、特定個人情報保護評価指針の解説104ページ以降を参照して

ください。
（３）しきい値判断の結果の変更（後段）

評価実施機関における特定個人情報に関する重大事故の発生によりしきい値判断の結果が変
わり、新たに重点項目評価又は全項目評価を実施するものと判断される場合、評価実施機関は、
当該特定個人情報に関する重大事故の発生後速やかに特定個人情報保護評価を再実施するもの
とする。

第７ 特定個人情報保護評価書の修正＜（５）-１の再掲＞
１ 基礎項目評価書（抜粋）

基礎項目評価書の記載事項に、第６の２（３）のしきい値判断の結果の変更に該当しない変更
が生じた場合、評価実施機関は、規則第１４条の規定に基づき、基礎項目評価書を速やかに修正
し、委員会に提出した上で公表するものとする。

２ 重点項目評価書・全項目評価書（抜粋）
重点項目評価書又は全項目評価書の記載事項に、第６の２（２）の重要な変更に当たらない変

更が生じた場合、評価実施機関は、規則第１４条の規定に基づき、重点項目評価書又は全項目評
価書を速やかに修正し、委員会に提出した上で公表するものとする。

特定個人情報保護評価指針

19



（参考２）特定個人情報保護評価の再実施等【定期】

第５ 特定個人情報保護評価の実施手続 ４ 特定個人情報保護評価書の見直し
評価実施機関は少なくとも１年に１回、公表した特定個人情報保護評価書の記載事項を実態に照

らして見直し、変更が必要か否かを検討するよう努めるものとする。

第６ 特定個人情報保護評価の実施時期 ２ 新規保有時以外（抜粋）
（３）しきい値判断の結果の変更（前段）

上記第５の４に定める特定個人情報保護評価書の見直しにおいて、対象人数又は取扱者数が増
加したことによりしきい値判断の結果が変わり、新たに重点項目評価又は全項目評価を実施する
ものと判断される場合、評価実施機関は、速やかに特定個人情報保護評価を再実施するものとす
る。

（４）一定期間経過
評価実施機関は、規則第１５条の規定に基づき、直近の特定個人情報保護評価書を公表してか

ら５年を経過する前に、特定個人情報保護評価を再実施するよう努めるものとする。

第７ 特定個人情報保護評価書の修正
１ 基礎項目評価書（抜粋）

基礎項目評価書の記載事項に、第６の２（３）のしきい値判断の結果の変更に該当しない変更が
生じた場合、評価実施機関は、規則第１４条の規定に基づき、基礎項目評価書を速やかに修正し、
委員会に提出した上で公表するものとする。

２ 重点項目評価書・全項目評価書（抜粋）
重点項目評価書又は全項目評価書の記載事項に、第６の２（２）の重要な変更に当たらない変更

が生じた場合、評価実施機関は、規則第１４条の規定に基づき、重点項目評価書又は全項目評価書
を速やかに修正し、委員会に提出した上で公表するものとする。

特定個人情報保護評価指針
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（５）独自利用事務についての特定個人情報保護評価

第６ 特定個人情報保護評価の実施時期
１ 新規保有時（抜粋）

特定個人情報ファイルを新規に保有しようとする場合、原則として、当該特定個人情報ファイルを
保有する前に特定個人情報保護評価を実施するものとする。

特定個人情報保護評価指針

○ 番号法第９条第２項に基づき条例で定める事務（いわゆる「独自利用事務」）についても、番号法別
表第一に掲げる事務と同様に、特定個人情報保護評価を実施する必要がありますので、特定個人情報保
護評価指針（平成26年特定個人情報保護委員会告示第４号）に基づき、適切に特定個人情報保護評価を
実施していただきますようお願いします。

留意事項

※（５）及び（７）については、平成28年７月22日付け各都道府県・指定都市番号制度担当部局長あて個人情報保護委員
会事務局総務課長事務連絡「特定個人情報保護評価の適切な実施について」においても、同様の内容を周知しております
ので、ご参照ください。
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３．番号法第９条第２項の条例で定める事務
（独自利用事務）に係る情報連携について
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目 次

（１）独自利用事務に係る情報連携について

（２）情報連携の対象となる独自利用事務の事例等について

（３）独自利用事務の情報連携の活用促進

（４）独自利用事務の情報連携に係る届出について
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地方公共団体の長その他の執行機関は、福祉、保健若しくは医療その他の社会保障、地方税（中略）

又は防災に関する事務その他これらに類する事務であって条例で定めるものの処理に関して保有す

る特定個人情報ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個

人番号を利用することができる。当該事務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。

【参考】番号法第９条第２項（抄）

（１）独自利用事務に係る情報連携について①
（番号法第１９条第８号）

24

独自利用事務
（番号法第９条第２項の条例で定める事務）

同一機関内で
利用可能

情報提供ＮＷＳを使用した
他機関との情報連携が可能

番号法第19条第８号の
要件を満たすもの



（１）独自利用事務に係る情報連携について②
（番号法第１９条第８号）

25

番号法第９条第２項の事務のうち、法定事務に準じたものとして以下の要件を満
たす事務は、番号法第１９条第８号に基づく委員会規則で定める届出を行うこと
により、情報提供ネットワークシステム（ＮＷＳ）を使用して他機関との情報連携
が可能

○独自利用事務の趣旨又は目的が、法定事務の根拠となる法令の趣旨又は目
的と同一であること。

○その事務の内容が、法定事務の内容と類似していること。

○情報照会者：地方公共団体の長その他の執行機関

○情報提供者：法定事務における情報提供者と同一又は当該情報提供者のい
ずれか

○連携される特定個人情報：法定事務において提供を求める特定個人情報の
範囲と同一又はその一部

このとき、情報連携を行う機関、連携される情報は以下のとおり



（２）情報連携の対象となる独自利用事務の事例

① 子どもの医療費助成に関する事務（9、70、74）
② 小児慢性特定疾患児日常生活用具の給付に関する事務（9）
③ 障害児通所給付費等の支給に関する事務（10、11）
④ 障害福祉サービスの提供に関する事務（10、11）
⑤ 予防接種に係る実費の徴収に関する事務（法定事務に係るものを除く。）（18）
⑥ 「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置について（昭和29年5月8日

社発第382号厚生省社会局長通知）」に基づき、行政措置として日本国民に対す
る生活保護に準じた取扱いによって実施されている外国人の保護に関する事務（26）

⑦ 地方公共団体が公営住宅に類して設置する住宅等の管理に関する事務（31）
※ 住宅に困窮する低額所得者に対する低廉な家賃での賃貸又は転貸である場合

⑧ 特別支援教育就学奨励費の支給に関する事務（負担金に係る事務）以外の事務
であって、地方公共団体においてこれと同様に個人番号を利用する事務（補助金
に係る事務）（37）

（次ページへ続く）

 委員会で公表済の情報連携の対象となる独自利用事務の事例
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委員会では、地方公共団体より要望のあった事務について関係省庁と協議の上、情報
連携の要件に合致したものを、随時事例として決定し、この事例に即して届出を受け付け
ることとしています。

※（ ）内は準ずる番号法別表第２の項



⑨ 地方公共団体が改良住宅に類して設置する住宅等の管理に関する事務（54）
⑩ ひとり親等の医療費助成に関する事務（57、65）
⑪ 児童の育成に係る手当、遺児に係る手当等の支給に関する事務（57）
⑫ 母子家庭等及び寡婦に対する資金の貸付けに関する事務（63）
⑬ ひとり親家庭等を対象とした給付金等の支給に関する事務（65）
⑭ 重度心身障害者等の医療費助成に関する事務（67、108）
⑮ 障害児の育成に係る手当等の支給に関する事務（67、108）
⑯ 心身障害者の福祉に係る手当等の支給に関する事務（67、108）
⑰ 障害福祉に係るサービス等の利用者負担の助成に関する事務（67、108）
⑱ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下

「障害者総合支援法」という。）に基づく地域生活支援事業の実施に関する
事務（日常生活用具給付、移動支援等に関する事務等）（67、108）
※ 障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業（法定事務に係るものを除く。）につ
いては、主務省令が定まるまでの当面の措置として情報連携を実施するものである。

⑲ 心身障害者扶養共済制度の掛金減免に関する事務（67、108）
⑳ 高齢者の医療費助成に関する事務（94）
㉑ 介護サービス等利用者負担軽減に関する事務（94）

（次ページへ続く）
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㉒ 介護サービス等の給付に関する事務（介護用品支給に関する事務、日常生活
用具の給付に関する事務、住宅改造等費用助成に関する事務、移動支援に関する
事務等（介護保険法に基づく市町村特別給付及び地域支援事業を含む。））（94）

※ 介護保険法に基づく地域支援事業（法定事務に係るものを除く。）及び市町村特別
給付については、主務省令が定まるまでの当面の措置として情報連携を実施する
ものである。

㉓ 肝炎・結核等の感染症の医療費助成に関する事務（97）
㉔ 学資の貸与及び支給に関する事務（106）
㉕ 高等学校等就学支援金の支給に関する事務に併せて行っている補助に関する事務

（106、113）
㉖ 私立高等学校等への奨学給付金の支給に関する事務（106、113）
㉗ 就学援助に関する事務（小学校・中学校向け、ただし医療費は除く。）（113）
㉘ 幼稚園就園奨励費の支給に関する事務（113、116）
㉙ 保育所保育料の減免・免除に関する事務（116）
㉚ 子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事（116）
㉛ 難病患者の医療費助成に関する事務（120）
㉜ 不妊治療費用の補助に関する事務（120）
㉝ 地方公共団体が特定優良賃貸住宅に類して設置する住宅等の管理に関する事務

（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づいて建設された特定公共賃貸住宅

でないもの。）（85の2）
㉞妊産婦の医療費助成に関する事務（70）
㉟私立中学校等就学支援に関する事務（113）
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（３）独自利用事務の情報連携の活用促進①

 平成30年10月26日付け事務連絡「独自利用事務の情報連携の活用について」

【住民から】
 課税証明書は、介護保険料の減免申請には不要なのに、自治体の介護サービス費の減免申請に

は必要と言われて、とても不便…
【職員から】
 独自利用事務でも情報連携できれば、短時間で事務が行えるのだが…

独自利用事務において情報連携を活用することにより、住民の提出書類の削減、職員の事務
効率化が実現できます。

窓口での声・・・

29

法定事務
（介護保険料の減免など）

独自利用事務
(介護サービス費の減免など)

地方公共団体等

申 請 書

課税証明書 等
（情報連携により

提出不要）

住民

申 請 書

課税証明書 等

地方公共団体等

住民

〔イメージ〕

個人情報保護委員会への届出・承認で
情報連携が可能となり、提出不要に！

独自利用事務の情報連携によって、提出する添付書類が大幅に削減できます。
・独自利用事務とは

地方公共団体等が独自に条例で定めることによって、マイナンバーの利用が可能となる事務（番号法に定められ
た事務に類するもの）を言います。



多くの市区町村で活用されている独自利用事務

事務の名称
省略可能な
書類の例

⑩ひとり親等の医療費助成に関する事
務

住民票
課税証明書
特別児童扶養手当証書

⑭重度心身障害者等の医療費助成に関
する事務

住民票
課税証明書
生活保護受給証明書

①子どもの医療費助成に関する事務
課税証明書
住民票

⑥「生活に困窮する外国人に対する生
活保護の措置について（昭和29年5月8
日社発第382号厚生省社会局長通知）」
に基づき、行政措置として日本国民に
対する生活保護に準じた取扱いによっ
て実施されている外国人の保護に関す
る事務

課税証明書
雇用保険受給資格者証
児童扶養手当証書
特別児童扶養手当証書

㉗ 就学援助に関する事務（小学校・中
学校向け、ただし医療費は除く。）

課税証明書
住民票

⑱障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律（以下「障
害者総合支援法」という。）に基づく
地域生活支援事業の実施に関する事務
（日常生活用具給付、移動支援等に関
する事務等）

住民票
課税証明書
生活保護受給証明書
障害者手帳

事務の名称
省略可能な
書類の例

⑯心身障害者の福祉に係る手当等の支
給に関する事務

住民票
課税証明書
生活保護受給証明書
障害者手帳

㉘幼稚園就園奨励費の支給に関する事
務

住民票
課税証明書
生活保護受給証明書
障害者手帳

㉑介護サービス等利用者負担軽減に関
する事務

住民票
課税証明書
生活保護受給証明書

⑳高齢者の医療費助成に関する事務
住民票
課税証明書
生活保護受給証明書

⑧特別支援教育就学奨励費の支給に関
する事務（負担金に係る事務）以外の
事務であって、地方公共団体において
これと同様に個人番号を利用する事務
（補助金に係る事務）

課税証明書
住民票
生活保護受給証明書

⑪児童の育成に係る手当、遺児に係る
手当等の支給に関する事務

住民票
課税証明書
特別児童扶養手当証書

 平成31年３月27日付け事務連絡「独自利用事務の情報連携の活用の検討について」

（３）独自利用事務の情報連携の活用促進②

※事務（事例）の名称の数字については「（２）情報連携の対象となる独自利用事務の事例」を参照 30



独自利用事務の情報連携について 届出を行った団体…1,193団体

情報連携について届出を行った事務件数…8,368事務

（内訳） 都道府県 46団体/47団体
市区町村等 1,147団体/1,741団体

（内訳）都道府県 439事務
市区町村等 7,929事務
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（４）独自利用事務の情報連携に係る届出について①
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※変更届（届出期間のみ受付）

届出書記載事項のうち、

・独自利用事務の事例番号（準ずる法定事務）

・提供を求める特定個人情報

のいずれかに変更がある場合

承認済みの届出について、以下に該当する場合に提出

（４）独自利用事務の情報連携に係る届出について②

※軽微な変更（随時対応）

上記以外の変更（例：事務の根拠規定の条項ずれ）がある場合

⇒修正後の届出書を委員会に提出するとともに、各団体のウェブサイトで
公表している届出書を差し替え

⇒ 変更届及び修正後の届出書を提出

届出書の提出について
既定の様式にて、受付期間に委員会に届出

届出→委員会承認→承認のお知らせ（届出事項の公表依頼）
→各届出団体において届出書の公表



４．個人情報保護法の概要について
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○個人の権利・利益の保護と個人情報の有用性とのバランスを図るための法律
○基本理念を定めるほか、民間事業者の個人情報の取扱いについて規定

１．個人情報保護法とは

個人情報保護法の目的
第１条
この法律は、高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに鑑み、
個人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情
報の保護に関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方公共団体の責務等を明らかにす
るとともに、個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより、個人情報の適
正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実
現に資するものであることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護す
ることを目的とする。
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✔ 説明会への講師派遣
・各種事業者団体が主催する説明会への講師派遣
（平成30年度実績：計126回、約13,000名が出席）

✔ タウンミーティングの開催
・個人情報の保護やその取扱いに関して感じている悩み・疑問点等について意見交換を実施
（平成30年度実績：７地域）

✔ 委員会ウェブサイトの充実
・委員会ウェブサイトに「中小企業の皆様（中小企業サポートページ）」、「消費者の皆様
（くらしと個人情報）」を開設

✔ 自治会・同窓会向け名簿作成・配布に関する資料の展開
⇒委員会ウェブサイトに「自治会・同窓会向け 会員名簿を作るときの注意事項」を掲載

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/meibo_sakusei.pdf

✔ 子ども向け取組
⇒小学生高学年向け ハンドブックの配布、動画の公開 出前授業の実施

✔ 民生委員・児童委員向けチラシの配布

２．広報啓発活動

35

「中小企業の皆様（中小企業サポートページ）」
https://www.ppc.go.jp/purpose/SMEs/
・制度の説明資料や講師派遣の情報
・ヒヤリハット事例 等

「消費者の皆様（くらしと個人情報）」
https://www.ppc.go.jp/purpose/consumers/
・個人情報に係る注意事項
・お役立ち情報 等



●個人情報保護法に関する相談ダイヤル

個人情報保護法相談ダイヤル
０３－６４５７－９８４９

受付時間 土日祝日及び年末年始を除く ９：３０～１７：３０

個人情報保護法の解釈や個人情報保護制度についての一般的な質問にお答えしたり、個人
情報の取扱いに関する苦情の申出についてのあっせんを行うための相談ダイヤル

く わ し く

３．参考

中小企業サポートページ（個人情報保護法） https://www.ppc.go.jp/purpose/SMEs/

⇒新たに法の適用を受ける事業者の方向けのわかりやすい説明資料を掲載しています。

●個人情報保護委員会ウェブサイト

くらしと個人情報（お役立ち情報） https://www.ppc.go.jp/purpose/consumers/

⇒消費者向けにお役立ち情報を掲載しています。
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個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

（国の責務）

第４条 国は、この法律の趣旨にのっとり、個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な施策を総合的に策定
し、及びこれを実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第５条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その地方公共団体の区域の特性に応じて、個人情報の適正
な取扱いを確保するために必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。

（地方公共団体等への支援）

第８条 国は、地方公共団体が策定し、又は実施する個人情報の保護に関する施策及び国民又は事業者等が個人
情報の適正な取扱いの確保に関して行う活動を支援するため、情報の提供、事業者等が講ずべき措置の適切かつ
有効な実施を図るための指針の策定その他の必要な措置を講ずるものとする。

（個人情報の適正な取扱いを確保するための措置）

第10条 国は、地方公共団体との適切な役割分担を通じ、次章に規定する個人情報取扱事業者による個人情報の
適正な取扱いを確保するために必要な措置を講ずるものとする。

３．参考
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個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

第３節 地方公共団体の施策

（地方公共団体等が保有する個人情報の保護）
第11条 地方公共団体は、その保有する個人情報の性質、当該個人情報を保有する目的等を勘案し、その保有する
個人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければならない。
２ 地方公共団体は、その設立に係る地方独立行政法人について、その性格及び業務内容に応じ、その保有する個
人情報の適正な取扱いが確保されるよう必要な措置を講ずることに努めなければならない。

（区域内の事業者等への支援）
第12条 地方公共団体は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、その区域内の事業者及び住民に対する支援
に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

（苦情の処理のあっせん等）
第13条 地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し事業者と本人との間に生じた苦情が適切かつ迅速に処理され
るようにするため、苦情の処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

第４節 国及び地方公共団体の協力

第14条 国及び地方公共団体は、個人情報の保護に関する施策を講ずるにつき、相協力するものとする。

３．参考

38



個人情報の保護に関する基本方針（平成16年４月２日閣議決定。平成28年10月28日一部変更）

３ 地方公共団体が講ずべき個人情報の保護のための措置に関する基本的な事項

（２）広報・啓発等住民・事業者等への支援
② 地方公共団体の部局間の相互連携

地方公共団体は、法の施行に関し、自ら保有する個人情報の保護、その区域内の事業者等への支援、苦情の処理
のあっせん等、さらには、法第77条及び個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号。以下「令」と
いう。）第21条の規定により事業所管大臣又は金融庁長官（以下「事業所管大臣等」という。）に委任された権限を行

使することまで、広範で多様な施策の実施が求められている。地方公共団体においては、こうした多様な施策は、個
人情報の保護に関する条例の所管部局、住民からの苦情の相談を担う部局、各事業・事業者の振興・支援を担う部
局等相当数の部局にまたがるものと見込まれるが、個人情報に関する住民の権利利益の保護の実効性を確保する
ためには、広範な施策が一体的・総合的に講じられるよう、関係部局が相互に十分な連携を図る必要がある。

また、事業者からの相談や住民からの苦情等の相談の利便性の観点から、連携体制の確保に併せて、関係部局間
の役割分担と窓口を明らかにして、これを公表すること等により周知することが望まれる。

（３）国・地方公共団体の連携の在り方
事業者に対する報告の徴収等の事業所管大臣等に委任された権限については、法第77条及び令第21条の定めると

ころにより、地方公共団体がその事務を処理することとされるものがあるが、他方、地方公共団体の区域をまたがっ
て事業者が活動している場合等においては、地方公共団体が十分に事業者の事業活動を把握することが難しいこと
も考えられる。このため、地方公共団体と事業所管大臣等は、基本方針に基づく各窓口を活用し、十分な連携を図る
こととし、地方公共団体は、事業所管大臣等に必要な情報の提供等の協力を求めるとともに、事業所管大臣等は、
必要な場合には、令第21条第２項に基づき自ら権限を行使するものとする。

また、法制度についての広報・啓発、苦情の相談等の業務についても、住民や事業者等に混乱を生じさせないよう、
国と地方公共団体が相協力することが重要であり、このため、個人情報保護委員会及び独立行政法人国民生活セ
ンターは、広報資料や苦情処理マニュアル等の情報の提供を図るとともに、各窓口の活用により個別の相談事例か
ら得られる知見を蓄積し、その共有を図るものとする。

３．参考
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（参考）国の行政機関・独立行政法人等における
非識別加工情報制度の概要について
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非識別加工情報制度の概要
〇 非識別加工情報制度とは、
①国の行政機関・独立行政法人等が保有する個人
情報を、特定の個人が識別できないよう加工し、かつ、
当該個人情報を復元できないようにして、②これを民間
事業者に提供してその事業の用に供するもの。

行政機関 個人情報ファイル名 主な記録項目

警察庁 運転者管理ファイル 免許の種類、免許の条件、累積点数、違反名等

法務省 外国人出入国記録マスタファイル 国籍・地域、出入国年月日、在留期間、再入国許可年月日等

厚生労働省 介護休業給付台帳 介護休業開始日・終了日、支給期間期日、対象家族の情報等

独立行政法人等 個人情報ファイル名 主な記録項目

大学入試センター センター試験志願者ファイル 高校コード、受験教科数、試験地区コード、学力試験得点等

国立大学法人 学部入試成績管理ファイル 選抜区分、併願大学・学部、センター試験・２次試験得点等

住宅金融支援機構 個人融資マスターデータファイル 間取り、融資額、所要資金、申込人・連帯債務者年収等

非識別加工情報になりうる個人情報ファイルの主な例（機関別）
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加工の対象となる個人情報は、
これがデータベース化された個人情報ファイ
ルのうち、行政の適正かつ円滑な運営に支
障のない範囲内で加工が可能なもの。

〇 民間事業者が非識別加工情報を入手するには、
①行政機関等が実施する提案募集に対して、②民間事業者が非識別加工情報を用いた事業内
容を提案し、③これを行政機関等が審査をした後、④利用契約が締結され、⑤晴れて非識別加工情
報が提供される。



行政機関非識別加工情報及び独立行政法人等非識別加工情報の提供の円滑な運用を
確保するための総合的な案内所を設置。

行政機関等非識別加工情報に関する総合案内所

行政機関等非識別加工情報に関する総合案内所
国の行政機関・独立行政法人等の非識別加工情報の提供に関する制度の概要や手続
等の一般的なご相談等に対応いたします。

０３－６４５７－９６８７
（ 土日祝日及び年末年始を除く ９：３０～１７：３０ ）
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＜ ご案内 ＞
非識別加工情報制度を導入されている、または導入を検討されている各地方公共団
体様から、数々のお問合せ（以下御参照）を受けております。当総合案内所におきま
して、国の制度の御紹介をいたしますので、お気軽にお問合せ下さい。

加工作業を、業者
に委託できるのか。

どのような個人情報
が非識別加工情報

となりうるのか。

民間事業者には、
非識別加工情報を
取り扱うに際し、ど
のような義務が課さ

れるのか。
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